
（案） 
 

 松島中学校仮設校舎賃貸借契約書 

 

 那覇市（以下「発注者」という。）と●●株式会社（以下「受注者」という。）との間に、松

島中学校における仮の校舎及び附帯施設（以下「仮設校舎」という。）の賃貸借について、那覇

市契約規則（平成 26 年那覇市規則第 59号。以下「契約規則」という。）に定めるもののほか、

次のとおり契約を締結する。（以下「本契約」という。） 

 

 （目的） 

第１条 受注者は、次条第１項に定める期日までに、発注者の所有する那覇市立松島中学校（那

覇市古島 2丁目 11 番地 2）の土地に、発注者が定めた物件説明書に基づく仮設校舎を設置し、

これを一括して発注者に賃貸し、発注者はこれを賃借する。なお、仮設校舎の概要は次のとお

りとする。 

（１）建 物 名 称 松島中学校仮設校舎 

（２）建物構造及び階数 鉄骨造 地上２階建 

（３）延 床 面 積 仮設校舎の確認済証による。 

（４）附 帯 施 設 設備・外構一式（物件説明書による） 

 

（指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除

（以下「指示等」という。）は、書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注者は、前

項に規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、発注者及び受注者は、既

に行った指示等を書面に記載し、７日以内にこれを相手方に交付するものとする。 

３ 発注者及び受注者は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の

内容を書面に記録するものとする。 

 

（工程表の提出） 

第３条 受注者は、この契約締結後 14 日以内に工程表を作成し、発注者に提出しなければならな

い。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、前項の工程表を受理した日から７日以内に、受注者

に対してその修正を請求することができる。 

３ この契約書の他の条項の規定により契約期間又は物件説明書が変更された場合において、発

注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して工程表の再提出を請求することができ

る。この場合において、第１項中「この契約締結後」とあるのは「当該請求があった日から」

と読み替えて、前２項の規定を準用する。 

４ 工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

（一括再委託等の禁止） 

第４条 受注者は、業務の全部若しくはその主たる部分を一括して第三者に委任し、又は請け負

わせてはならない。 

２ 発注者は、受注者に対して、業務の一部を委任し、又は請け負わせた者の商号又は名称その

他必要な事項の通知を請求することができる。 

 

（監督員） 

第５条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。監督

員を変更したときも、同様とする。 



（案） 
 
２ 担当職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権限とさ

れる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほか、物件説明書に定めるとこ

ろにより、次に掲げる権限を有する。 

一 この契約の履行についての受注者又は受注者の担当者に対する業務に関する指示 

二 この契約書及び物件説明書の記載内容に関する受注者の確認の申出又は質問に対する承諾又

は回答 

三 この契約の履行に関する受注者又は受注者の担当者との協議 

四 業務の進捗の確認、物件説明書の記載内容と履行内容との照合その他この契約の履行状況の

調査 

３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの監

督員の有する権限の内容を、監督員にこの契約書に基づく発注者の権限の一部を委任したとき

にあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければなら

ない。 

５ この契約書に定める書面の提出は、物件説明書に定めるものを除き、監督員を経由して行う

ものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注者に到達したものとみな

す。 

 

（業務担当者） 

第６条 受注者は、賃貸借、調査設計及び施工に関する管理を行う担当者を定め、その氏名その

他必要な事項を発注者に通知しなければならない。担当者を変更したときも、同様とす

る。 

２ 賃貸借担当者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を行うほか、総賃貸借料の変

更、契約期間の変更、賃貸借料の請求及び受領、第 8条第１項の請求の受理、同条第２項の決定

及び通知、同条第３項の請求、同条第４項の通知の受理並びにこの契約の解除に係る権限を除

き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 

３ 調査設計及び施工担当者は、設計仕様書に定める業務のうち、それぞれ調査設計、施工に関

して権限を行使することができる。 

４ 受注者は、前２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうちこれを担当者に委任せず自

ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなければ

ならない。 

 

（業務担当者及び主任技術者等） 

第７条 受注者は、賃貸借、仮設校舎の設置に関する管理を行う担当者を定め、その氏名その他

必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を変更したときも、同様とする。 

２ 賃貸借担当者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を行うほか、賃貸借料の変

更、契約期間の変更、賃貸借料料の請求及び受領、第 8 条第１項の請求の受理、同条第２項の

決定及び通知、同条第３項の請求、同条第４項の通知の受理並びにこの契約の解除に係る権限

を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 

３ 仮設校舎の設置担当者は、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の規定に基づく監理技術者又

は主任技術者とする。 

４ 受注者は、前２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうちこれを担当者に委任せず自

ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなけれ

ばならない。 

 

（担当者等に対する措置請求） 

第８条 発注者は、担当者又は受注者の使用人若しくは第 4 条第２項の規定により受注者から業

務を委任され、若しくは請け負った者がその業務の実施につき著しく不適当と認められるとき
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は、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を取るべきことを請求する

ことができる。 

２ 受注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果を請求を受けた日から 10 日以内に発注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、担当職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対

して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、そ

の結果を請求を受けた日から 10 日以内に受注者に通知しなければならない。 

 

（履行報告） 

第９条 受注者は、物件説明書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に報告し

なければならない。 

 

 （仮設校舎の引き渡し） 

第１０条 発注者は、次項に定める仮設校舎の設置確認済証交付後の令和７年 9月 30 日までに、

受注者より仮設校舎の引渡しを受け、受注者所定の仮設校舎借受書を受注者に交付する。（以

下、仮設校舎借受書交付日を「引渡日」という。） 

２ 受注者は、仮設校舎が完成したときには、その旨を発注者に通知し、発注者は、通知を受け

た日から 14 日以内に受注者の立会のもと、検査を行い、物件説明書どおりであることが確認さ

れたときは、受注者に設置確認済証を交付する。なお、仮設校舎が、物件説明書に基づかない

場合には、発注者は、その具体的な内容を明らかにし、受注者に修補、改善を求め、修補、改

善の完了を確認次第、受注者に設置確認済証を交付するものとする。 

３ 受注者は、引渡日に、書面及び電子媒体により、建築及び設備の竣工図一式を発注者に提出

するものとする。 

 

 （引渡し遅延の場合における損害金等） 

第１１条 仮設校舎の引渡しの遅延が、受注者の責に帰すべき事由による場合、受注者は令和 7

年 9月 30 日の翌日から実際の引渡日まで、別紙１項に記載する仮設校舎の設置費相当額から出

来形部分に相当する設置金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、本契約の締結の日におけ

る政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号。以下「支払遅延防止法」

という。）第 8条第 1項の規定により財務大臣が決定する率の割合で計算した額の損害金を発

注者に支払う。ただし、天災地変、その他の不可抗力、又は受注者の責に帰すことのできない

事由により、前条の引渡しが遅延した場合、若しくは不能となった場合はこの限りではない。 

 

 （仮設校舎の賃貸借期間） 

第１２条 仮設校舎の賃貸借期間（以下「賃貸借期間」という。）は、令和 7 年 10 月 1 日から令

和 8 年 8月 31 日までとする。ただし、発注者は特別の事情がある場合は、これを変更すること

ができる。 

２ 発注者は、１項ただし書きの規定により賃貸借期間を変更する場合は、1 ヶ月前までに受注者

に対し、賃貸借期間を変更する旨を文書により通知し、受注者はこれを承諾するものとする。

なお、賃貸借料の支払いについては第 15条の定めとする。 

 

 （仮設校舎の賃貸借料） 

第１３条 賃貸借期間の賃貸借料総額は、●●円とする。 

２ 賃貸借料総額を構成する費用等の内訳は、別紙１項記載のとおりとする。 

３ 賃貸借料総額に対する費目の割合については契約締結前に協議の上、発注者が定める。 

４ 発注者及び受注者は、賃貸借料総額の内、公租公課の額が別紙１項記載の予定税額であるこ

とを確認する。受注者は、必要に応じて国又は地方公共団体から通知される確定税額の明記さ

れた仮設校舎に係る公課証明書及び納税証明書を賃貸借期間中、速やかに発注者に提出する。



（案） 
 

この予定税額が確定税額に不足する場合は、発注者は、当該不足額相当額を発注者受注者協議

により受注者に支払うものとする。 

５ 前項において、別紙１項記載の固定資産税相当額に係る予定税額が確定税額又は固定資産税

予定税額を超過する場合は、発注者は、当該超過額を賃貸借料総額から減額する。 

６ 公租公課等が、増額された場合は又は新設された場合は、当該増額分又は新設分は発注者が

負担するものとし、発注者は、当該増額分又は新設分を受注者に支払うものとし、また、減額

又は廃止された場合は、発注者は、当該減額分又は廃止分の額につき賃貸借料総額から減額す

る。 

７ 物件説明書の内容に変更が生じる場合には、その変更内容について発注者受注者協議のう

え、賃貸借料を変更するものする。 

 

 （請求及び支払い） 

第１４条 賃貸借料は毎月払いとし、当月の分を翌月の月末までに支払う。賃貸借料の月額及び

費用等の内訳は、別紙２項記載のとおりとする。ただし、賃貸借期間において一月に満たない

月があるときは、別紙４項に定める日額の日数で算出するものとし、一円未満の端数が生じた

場合にはこれを切り捨てるものとする。 

２ 受注者は、当月分の賃貸借料を翌月７日（発注者の休業日に当たる場合は、その翌日）まで

に、発注者の定める様式により、発注者に請求し、発注者は、翌月の月末までに支払うものと

する。ただし、賃貸借期間が満了する日の属する月の月分の賃貸借料については、この限りで

はない。 

 

 （賃貸借期間の変更に係る賃貸借料） 

第１５条 第 12 条第１項ただし書きの規定により賃貸借期間を変更する場合の賃貸借料は、別紙

２項記載のうち、リース費を基準として発注者受注者協議のうえ定めるものとし、支払い方法

等については前条の規定を準用する。 

 

 （契約保証金） 

第１６条 契約金額の 100 分の 10 に相当する金額とし、那覇市契約規則第 30 条第 1 項第１号か

ら第３号のいずれかに該当する場合は免除する。 

 

 （権利の譲渡等の禁止） 

第１７条 発注者及び受注者は、その相手方の事前の承諾を得ることなく、本契約に基づく権利

を他に譲渡し、又は仮設校舎を他に転貸してはならない。 

２ 受注者は、仮設校舎に抵当権、質権その他形式の如何を問わず、完全な使用を阻害する権利等

を一切設定してはならない。 

 

 （所有権及び管理者としての義務） 

第１８条 仮設校舎の所有権は受注者に属し、発注者はこれを善良な管理者の注意を持って使用

しなければならない。 

 

 （仮設校舎の維持管理） 

第１９条 受注者は、賃貸借期間中継続して仮設校舎について、別紙５項に記載する維持管理を

実施しなければならない。この場合において、受注者は、その点検結果について、その都度発

注者に報告しなければならない。 

２ 本契約が、賃貸借期間の満了、解除及び仮設校舎の滅失により終了したときは、当該終了日

をもって、維持管理も終了するものとする。 
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 （費用負担） 

第２０条 仮設校舎において使用するガス、電気、上下水道等の使用料、蛍光灯等の消耗品の取

替えに要する費用、その他仮設校舎の維持に際して生じる費用は受注者が負担する。 

 

 （公租公課） 

第２１条 仮設校舎に賦課される公租公課は、その相当額を発注者が負担し、受注者が納付す

る。 

 

 （仮設校舎の瑕疵担保責任） 

第２２条 発注者は、仮設校舎に瑕疵があるときは、受注者に対して相当の期間を定めてその瑕

疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求できる。なお、瑕

疵とは、設計及び施工の不完全により、仮設校舎が本来の性状を満たさない状態で、第１０条

第２項に基づく、仮設校舎の検査において、発見することができなかったものをいう。 

２ 発注者は、受注者が前項の損害賠償請求に応じない場合は、当該損害賠償に相当する額を第

１３条で定める賃貸借料総額から減額することができるものとする。 

 

 （仮設校舎の修理、修復） 

第２３条 発注者の故意又は過失により、仮設校舎の部位・部材・部品又は機器備品等の性能・

機能が劣化した場合、その修理、修復は発注者の責任と費用負担により行うものとする。な

お、修理、修復とは、当該箇所を実用上支障のない状態まで回復させることをいう。 

２ 前項の修理、修復期間中に、仮設校舎の使用が制限され、若しくは使用できない期間が生じ

ても、発注者は、本契約上の義務を免れることはできない。 

 

 （設置場所等の復原） 

第２４条 賃貸借期間終了後は、仮設校舎を受注者の責任と負担において維持管理を行い、発注

者の指定する日までに解体して松島中学校敷地外に搬出し、設置場所は原状に復して、第２項

に定める発注者による撤去確認済証の交付をもって引渡さなければならない。ただし、発注者

が、受注者による仮設校舎の解体及び設置場所の現状回復をただちには必要としないと認める

ときは、当該仮設校舎の解体及び設置場所の現状回復の時期等について、発注者受注者協議に

より定めるものとする。 

２ 受注者は、前項の設置場所を現状に復した場合には、その旨を発注者に通知し、発注者は、

通知を受けた日から７日以内に受注者の立会のもと、検査を行い、物件説明書どおりであるこ

とが確認されたときは、受注者に撤去確認済証を交付する。なお、設置場所の復原が物件説明

書に基づかない場合には、発注者は、その具体的な内容を明らかにし、受注者に修補、改善を

求め、修補、改善の完了を確認次第、受注者に撤去確認済証を交付するものとする。 

 

 （仮設校舎の滅失による契約の終了） 

第２５条 発注者及び受注者の責に帰さない事由により仮設校舎が滅失し、受注者の債務が履行

不能となった場合、本契約は終了するものとする。この場合において、設置場所等の復原につ

いては、前条の規定を準用する。 

２ 前項の場合に、残期間の賃貸借料及び撤去費用等については発注者受注者協議のうえ、定め

るものとする。 

 

 （損害保険） 

第２６条 受注者は、建上、解体期間及び賃貸借期間中継続して、仮設校舎の損害について、仮

設校舎の損害額を補填できる火災保険を、受注者を被保険者として付保し、その保険証券の写

しを引渡日までに発注者に提出する。 

２ 仮設校舎に保険事故が発生したときは、発注者は直ちにその旨を受注者に通知し、保険金の

受け取りに必要な書類等の作成に協力する。 



（案） 
 
３ 火災・天災（地震災害は除く）により、仮設校舎が滅失・毀損した場合に仮設校舎について

は受注者の責任により負担するものとし、発注者所有の備品については発注者の負担とする。 

 

 （第三者への賠償責任） 

第２７条 受注者から発注者へ引渡日以降、仮設校舎の使用に起因して第三者に損害を与えたと

きは、発注者受注者協議のうえ、これを負担するものとする。 

２ 仮設校舎の設置及び解体について第三者に損害を与えたときは、受注者がこれを負担しなけ

ればならない。 

 

（発注者の解除権） 

第２８条 発注者は、受注者が本契約に違反した場合、相当の期間を定めて催告し、なお是正さ

れないときは、本契約を解除することができる。なお、発注者の受注者に対する損害賠償の請

求を妨げない。 

２ 前項の賠償額の算定は、発注者が実際に受けた損害額を基準とし、発注者受注者協議のう

え、定めるものとする。 

３ 第１項により、発注者が本契約を解除する場合には、発注者は、賃貸借期間満了時までの未

経過分の賃貸借料を、受注者に支払わないものとする。 

 

 （受注者の解除権） 

第２９条 受注者は、発注者が本契約に違反した場合、相当の期間を定めて催告し、なお是正さ

れないときは本契約を解除することができる。なお、受注者の発注者に対する損害賠償の請求

を妨げない。 

２ 前項の賠償額の算定は、受注者が実際に受けた損害額を基準とし、発注者受注者協議のう

え、定めるものとする。 

３ 第１項により、受注者が本契約を解除する場合には、発注者は、賃貸借期間満了時まで受注

者に対して支払うべき第５条の賃貸借料総額から、支払済みの賃貸借料並びに未経過分の公租

公課及び損害保険料の額を控除した後の残額を、受注者に支払わなければならない。 

 

 （遅延損害金） 

第３０条 発注者が本契約に基づく金銭の支払を遅延した場合には、発注者は、支払期限の翌日

から支払済の日まで、本契約の締結の日における支払遅延防止法第 8 条第 1 項の規定により財

務大臣が決定する率の割合で計算した遅延損害金を、受注者に支払うものとする。 

 

 （債務負担行為に係る予算の議決） 

第３１条 発注者は、本契約を締結するにあたり、債務負担行為として本契約に係る賃貸借料総

額相当額を予算で定め、議会での議決を経たことを確認する。 

 

 （資料要求） 

第３２条 受注者は、発注者から要求があったときには、営業内容及び資産状況を明らかにする

資料を、発注者に対し速やかに提出しなければならない。 

 

 （機密保持） 

第３３条 発注者及び受注者は、本契約の内容及び本契約上の義務履行により知り得た発注者及

び受注者の業務上の機密を、相手方の承諾を得ずして、第三者に漏らしてはならない。 

 

 （合意管轄）  

第３４条 発注者及び受注者は、本契約に関する一切の訴訟について、発注者の所在地を管轄す

る裁判所とすることに合意する。 

 



（案） 
 
 （疑義の解決） 

第３５条 本契約の履行につき疑義が生じた場合、又は本契約に定めない事項で必要がある場合

は、発注者受注者協議のうえ、定めるものとする。 

 

 

 

本契約を証するため、発注者と受注者は、本書２通を作成し、各自記名押印のうえ、各１通を保

持する。 

 

 

令和７年  月  日 

 

発注者 那覇市泉崎１丁目１番１号      

 

那 覇 市 長  知念 覚  

 

 

 

受注者 ●●●●●     

 

○○○○会社          

代表取締役 ○○○○       

 

 

  



（案） 
 
別紙 
 

１ 賃貸借料総額の内訳 

   合 計        金 ○○○○円 

費                   目 金額（単位：円） 摘  要 

Ⅰ．設置費    

Ⅱ．リース費 
（備品レンタル費・リースに係る諸経費を含む） 

   

Ⅲ．解体費    

Ⅳ．移設費    

Ⅴ．諸経費 （Ⅰ・Ⅲ・Ⅳに係るもの）    

Ⅵ.消費税及び地方消費税   

公租公課 0   

合計   

 

２ 月額賃貸借料の内訳  

  月額賃貸借料       金 ○○○○円（初回月のみ  ○○○○円） 

 

月額賃貸借料は、賃貸借料総額を建上・賃貸借・解体期間（建上3か月・賃貸借11か月・解体

2か月の計16か月想定）で割った額とする。 

費                   目 金額（単位：円） 初回月額（単位：円） 

Ⅰ．設置費    

Ⅱ．リース費 
（備品レンタル費・リースに係る諸経費を含む） 

   

Ⅲ．解体費    

Ⅳ．移設費    

Ⅴ．諸経費 （Ⅰ・Ⅲ・Ⅳに係るもの）    

Ⅵ.消費税及び地方消費税   

公租公課 0   

合計   

 

３ 賃貸借期間の変更の場合の月額賃貸借料の内訳  

    月額賃貸借料   金  ○○円 

    リース費     金  ○○円 

    消費税      金 ○○円 

 

４ 日額賃貸借料の内訳 

  日額賃貸借料       金 ○○○○円 

日額賃貸借料は、月額賃貸借料を30で割った額とする。 

費                   目 金額（単位：円） 初回月額（単位：円） 

Ⅰ．設置費    

Ⅱ．リース費 
（備品レンタル費・リースに係る諸経費を含む） 

   

Ⅲ．解体費    

Ⅳ．移設費    

Ⅴ．諸経費 （Ⅰ・Ⅲ・Ⅳに係るもの）    

Ⅵ.消費税及び地方消費税   

公租公課 0   

合計   



（案） 
 
 

別紙 

 

５ 法定点検等 
 業務内容 業務種類 法的根拠 頻 度 管 轄 備 考 

 

1 電力設備保守業務 

 点検整備 

法定点検 

点検保守業務 電気事業法 1 回/月 

1 回/年 

建物所有者 

（受注者） 

非常用電源含む 

2 消防用設備保守 点検検査業務 消防法 ２回/年 建物所有者 

（受注者） 

消火器、誘導灯、 

ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備、 

ﾌｰﾄﾞ消火ﾕﾆｯﾄ 

屋内消火栓設備、 

自動火災報知設備、 

非常警報設備 

パッケージ型消火設備 

3 空調設備 点検保守業務 フロン類の

使用の合理

化及び管理

の適正化に

関する法律 

４ 回/

年 

建物所有者 

（受注者） 

３ヶ月に１回 

4 衛生設備 法定点検 

業務 

水道法 1 回/年 建物所有者 

（受注者） 

 

 

任意点検等 
 業務内容 業務種類 法的根拠 頻 度 管 轄 備 考 

 

1 警備業務 

 

学校日常管理  毎日 那覇市教育

委員会施設

課（発注

者） 

警備機器の設置について

は施設課が委託する警備

業者が行うため調整する

こと。 

2 施設管理業務（電球

の交換や簡易な修繕

等） 

学校日常管理  必要に

応じて 

建物所有者 

（受注者） 

故意に破損された場合等

は発注者が行う 

 
※１ その他法律に定められている施設の維持・管理に必要な業務については、受注者が行うものと

する。 

※２ 空調設備の点検保守業務については、受注者の責任において維持・管理補修を行うものとす

る。 

※３ 外構部分については、受注者は、契約期間中、半年に１度点検を行い、使用上支障のあると

ころについては、発注者と協議の上、補修及び修繕に努めるものとする。 

 

以上 

 

 


